
 

 

 

山梨県賃金アップ環境改善事業費補助金(拡大コース)交付要綱 

（趣旨）  

第１条 知事は、中小企業事業者の物価高騰に対応した賃上げを推進するため、一定の賃金

引上げに取り組む県内中小企業事業者が生産性向上に資する設備導入や人材育成等に要し

た経費に対し、予算の範囲以内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨

県補助金等交付規則（昭和 38年山梨県規則第 25号。以下「規則」という。）に規定するも

ののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

おりとする。  

（１）中小企業事業者 中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金（業務改善助成金）交付

要綱（令和 4 年 2月 1日付け厚生労働省発基 02015 号）第２条に該当する事業者をいう。  

（２）賃金 最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号。以下「最賃法」という。）第２条第３

号に定める賃金とし、「時間当たりの賃金」の算定は、最賃法第４条第３項、第４項及び

最低賃金法施行規則（昭和 34年労働省令第 16 号）第２条の規定を適用する。  

（３）生産性向上 設備投資やコンサルティング導入、従業員の教育訓練などにより、事業

場の生産性を向上させることをいう。 

（４）事業場内最低賃金 事業場で最も低い時間当たりの賃金額をいう。この場合において、

最賃法第７条の最低賃金の減額特例許可を受けた者については、対象から除くことがで

きる。  

 

（補助金の交付）  

第３条 別表１第１欄の補助対象事業者が、当該事業場における雇入れ後３月を経過した労

働者の事業場内最低賃金を同表第４欄の事業場内最低賃金引上げ額を満たすように引き上

げるとともに、就業規則その他これに準ずるものにより当該引き上げ後の賃金額を事業場

で使用する労働者の下限の賃金額とすることを定め、生産性向上と労働能率の増進に資す

る設備投資等を行った場合、同表の第２欄に掲げる補助対象経費に対して、予算の範囲内

で本補助金を交付する。 

２  補助金の支給額は、補助対象経費に別表１第３欄に定める補助率を乗じた額又は同表第

４欄に定める事業場内最低賃金の引き上げ額の区分ごとの引上げ労働者数に応じて定めら

れた補助上限額のいずれか低い額とする。 ただし、厚生労働省のキャリアアップ助成金に

ついて、山梨労働局に支給申請を行い令和５年４月１日以降に支給決定の通知を受けた場

合又は豊かさ共創スリーアップ推進協議会規約第５条によるスリーアップ推進宣言を行い、

スリーアップ推進宣言企業として登録された場合は、同表第４欄の補助上限額に同表第５



 

 

 

欄に定める額を合算して得た額を補助上限額とする。 

３  本補助金の交付申請に当たって社会保険労務士に本補助金申請手続きに係る報酬を支払

った場合は、その報酬額の実支出額と別表２第２欄に定める上限額を比較した低い方の額

を予算の範囲内で交付する。 

４ 本補助金に千円未満の端数が生じたときは、その端数は、切り捨てるものとする。 

 

（補助金の交付申請書及び添付書類の様式等）  

第４条 本補助金の交付を受けようとする者（以下「補助対象事業者」という。）は、補助金

交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添付して、令和６年１２月２７日までに知事に

提出しなければならない。  

 

（補助金の申請の条件） 

第５条  前条または第１３条の規定による交付申請書の提出に当たっては、本補助金に係る

消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）に仕入控除税額（助成対象経費に含

まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和 63年法律第 108 号）の規定により仕入れに

係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226

号）の規定による地方消費税率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は、これ

を減額して報告しなければならない。ただし、交付申請時において当該助成金に係る消費

税等仕入控除額が明らかでない場合は、この限りでない。 

 

（補助金の交付の決定）  

第６条 知事は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類を審査し、補助

金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定をするものとする。  

２ 知事は、補助金の交付を決定したときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件を付

した場合はその条件を、補助金交付決定通知書（様式第２号）により補助対象事業者に通

知するものとする。  

 

（補助金の交付の条件） 

第７条 補助金交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、補助金変更（中止・廃止）

承認申請書（様式第３号）に必要な書類を添付して知事に提出し、承認を受けること。

ただし、交付決定を受けた補助金の額の増額を伴わない変更で、次に掲げる場合は、こ

の限りでない。 

イ 補助事業の目的の達成に支障をきたさない事業計画の細部の変更 

ロ 補助対象経費の２０パーセント以内の増減 



 

 

 

（２）補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、補助金変更（中止・廃止）承認申請

書（様式第３号）を提出し、知事の承認を受けること。  

（３）補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行が困難とな

った場合は、速やかに知事に報告してその指示を受けること。  

（４）知事は、第５条の規定により補助金に係る消費税等仕入控除税額について減額して交

付申請がなされたものについては、これを審査し、適当と認めたときは、当該消費税等

仕入控除税額を減額して交付決定するものとする。  

（５）知事は、第５条ただし書による交付申請がなされたものについては、補助金に係る消

費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、その旨

の条件を付して交付決定を行うものとする。  

 

（申請の取下げ） 

第８条 補助対象事業者は、当該申請を取り下げようとするときは、第６条第２項の規定に

よる通知を受領した日から１０日以内に山梨県賃金アップ環境改善事業費補助金取下げ申

請書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。 

 

（指示及び検査） 

第９条 知事は、補助対象事業者に対し、必要な指示をし、又は書類、帳簿等の検査を行う

ことができる。 

 

（交付決定の取消等）  

第１０条 知事は、第７条第２号の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に掲

げる場合は、第６条の交付の決定の全部若しくは一部を取消し又は変更することができる。  

（１）補助対象事業者が法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは

指示に違反した場合  

（２）補助対象事業者が補助金を本事業以外の用途に使用した場合  

（３）補助対象事業者が補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合  

（４）補助対象事業者が交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部

を継続する必要がなくなった場合  

（５）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有していたとき。  

（６）第４条の交付申請書の提出日から第１１条第１項の実績報告書の提出日の前日又は第

３条第１項に定める賃金額を引き上げてから６箇月を経過した日のいずれか遅い日ま

での間に、以下のいずれかの事実が認められた場合 

イ 当該事業場の労働者を解雇した場合（天災事変その他やむを得ない事由のため

に事業の継続が不可能となった場合又は労働者の責めに帰すべき事由に基づいて



 

 

 

解雇した場合を除く。） 

ロ その者の非違によることなく勧奨を受けて又は主として企業経営上の理由によ

り退職を希望する労働者の募集を行い、労働者が退職した場合 

ハ 当該事業場の労働者の時間当たりの賃金額を引き下げた場合 

ニ 所定労働時間の短縮又は所定労働日の減少（天災事変その他やむを得ない事由

のために事業の正常な運営が不可能となった場合又は法定休暇の取得その他労働

者の都合による場合を除く。）を内容とする労働契約の変更を行い、月当たりの賃

金額を引き下げた場合 

２  知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金

が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる。  

３  知事は、前項の返還を命ずる場合には、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日

までの期間に応じて、年利１０．９５パーセントの割合で計算した加算金の納付を併せて

命ずるものとする。 

 

（実績報告）  

第１１条 補助対象事業者は、当該事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から起

算して１箇月を経過した日又は令和７年２月２８日のいずれか早い日までに、補助金実績

報告書（様式第６号）に必要な書類を添付して知事に提出しなければならない。 

２  補助対象事業者は、実績報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以

下「実績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除

税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告しな

ければならない。  

 

（補助金の額の確定）  

第１２条 知事は、補助事業の完了又は廃止に係る補助事業の実績報告を受けたときは、書

類の審査及び必要に応じて行う現地検査により、その報告に係る補助事業の成果が補助金

の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを検査し、適合

すると認めたときは、補助金の額を確定し、補助金交付額の確定通知書（様式第７号）に

より補助対象事業者に通知するものとする。  

 

（追加の交付の申請） 

第１３条 補助対象事業者が、前条の額の確定後にキャリアアップ助成金の支給決定を受

け、別表第１第５欄に定める額に係る補助金の交付を受けようとする場合は、交付申

請書兼実績報告書（様式第８号）にキャリアアップ助成金支給決定通知書の写しを添

えて、令和７年２月２８日までに知事に提出しなければならない。 



 

 

 

 

（補助金の交付の決定及び額の確定）  

第１４条 知事は、前条の交付申請書兼実績報告書の提出があったときは、当該申請に係る

書類を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定及

び額の確定をし、交付決定及び額の確定通知書（様式第９号）により補助対象事業者に通

知するものとする。  

 

（補助金の交付方法）  

第１５条 知事は、第１２条または前条の規定により交付すべき補助金の額を確定したのち、

補助金実績報告書に指定のある口座に支払うものとする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額の確定に伴う補助金の返還）  

第１６条 補助対象事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合に

おいて、その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるとき

は、当該交付決定控除税額）を超えるときは、補助金に係る消費税等仕入控除税額確定報

告書（様式第１０号）により速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があったときは、当該消費税等仕入れ控除税額の全部又は一部の変

換を命ずるものとする。  

 

（状況報告） 

第１７条 補助対象事業者は、第１１条第１項の実績報告書の提出日の前日又は第３条第１

項に定める賃金額を引き上げてから６箇月を経過した日のいずれか遅い日から起算して１

箇月以内に、状況報告書（様式第１１号）に必要な書類を添付して知事に提出しなければ

ならない。 

 

（財産の処分制限）  

第１８条  規則第２０条第１項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財

産については、知事が別に定める期間。以下「処分制限期間」という。）とする。 

２ 規則第２０条第２号及び第３号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。  

（１）取得価格又は効用の増加価格が５００千円以上の機械及び器具  

（２）その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が別に定め

るもの。 

 

（帳簿の備付等） 



 

 

 

第１９条 補助対象事業者は、補助事業の収支に関する帳簿及び関係書類について支給を受

けた日の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。 

２ 前条第２項に規定する財産がある場合は、その財産の処分制限期間中、前項の帳簿等を

整備保管しなければならない。ただし、規則第２０条による知事の承認を受けた場合は、

その年度までとする。 

 

（雑則）  

第２０条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、

知事が別に定める。  

 

附 則  

 この要綱は、令和５年２月２２日から施行する。 

  

附 則 

この要綱は、令和５年８月１５日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和５年８月３１日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和６年１月４日から施行する。 

 

 附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この要綱による規定は、施行日以後の交付決定分について適用し、施行日以前の交付

決定分の取り扱いについては、なお従前の例による。 

 

  



 

 

 

 

別表１

（第１欄）  （第２欄） （第３欄）

１人 300 千円 600 千円 300 千円 600 千円

２～３人 500 千円 900 千円 500 千円 900 千円

４～６人 700 千円 1,000 千円 700 千円 1,000 千円

７～９人 1,000 千円 1,200 千円 1,000 千円 1,200 千円

１０人以上 1,200 千円 1,300 千円 1,200 千円 1,300 千円

１人 450 千円 800 千円 450 千円 800 千円

２～３人 700 千円 1,100 千円 700 千円 1,100 千円

４～６人 1,000 千円 1,400 千円 1,000 千円 1,400 千円

７～９人 1,500 千円 1,600 千円 1,500 千円 1,600 千円

１０人以上 1,800 千円 1,800 千円 1,800 千円 1,800 千円

１人 600 千円 1,100 千円 600 千円 1,100 千円

２～３人 900 千円 1,600 千円 900 千円 1,600 千円

４～６人 1,500 千円 1,900 千円 1,500 千円 1,900 千円

７～９人 2,300 千円 2,300 千円 2,300 千円 2,300 千円

１０人以上 3,000 千円 3,000 千円 3,000 千円 3,000 千円

１人 900 千円 1,700 千円 900 千円 1,700 千円

２～３人 1,500 千円 2,400 千円 1,500 千円 2,400 千円

４～６人 2,700 千円 2,900 千円 2,700 千円 2,900 千円

７～９人 4,500 千円 4,500 千円 4,500 千円 4,500 千円

１０人以上 6,000 千円 6,000 千円 6,000 千円 6,000 千円

１人 1,200 千円 2,300 千円 1,200 千円 2,300 千円

２～３人 2,000 千円 3,200 千円 2,000 千円 3,200 千円

４～６人 3,600 千円 3,900 千円 3,600 千円 3,900 千円

７～９人 6,000 千円 6,000 千円 6,000 千円 6,000 千円

１０人以上 8,000 千円 8,000 千円 8,000 千円 8,000 千円

１人 1,500 千円 2,800 千円 1,500 千円 2,800 千円

２～３人 2,500 千円 4,000 千円 2,500 千円 4,000 千円

４～６人 4,500 千円 4,800 千円 4,500 千円 4,800 千円

７～９人 7,500 千円 7,500 千円 7,500 千円 7,500 千円

１０人以上 10,000 千円 10,000 千円 10,000 千円 10,000 千円

（第４欄） （第５欄）

補助対象事業者 補助対象経費 補助率
事業場内最低
賃金の引上げ

額

賃金引上げ労
働者数

補助上限額 補助上限上乗せ額

事業場規模が
３０人未満の事業所

※解雇等とは、解雇（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合又は労働者の責めに帰すべき事由に基づいて解雇した場合を除く。）のほかに、①
その者の非違によることなく勧奨を受けて又は主として企業経営上の理由により退職を希望する労働者の募集を行い、労働者が退職した場合②当該事業場の労働者の時間当たりの賃
金額の引き下げを行った場合③所定労働時間の短縮又は所定労働日の減少（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の正常な運営が不可能となった場合又は法定休暇の取得そ
の他労働者の都合による場合を除く。）を内容とする労働契約の変更による、月当たりの賃金額の引き下げを行った場合

事業場規模が
３０人未満の事業所

次の①～⑨の全てを満たす
中小企業事業者

①山梨県内に事業場がある
こと。

②事業場内最低賃金が１,5
００円以下で、地域別最低
賃金との差が５１円以上あ
ること。

③令和７年２月２８日まで
に第４欄に定める賃金の引
上げを行い、引上げ後の賃
金額を事業場内で使用する
労働者の下限賃金額に定
め、生産性向上と労働能率
の増進に資する設備投資等
を行っていること。

④過去に中小企業最低賃金
引上げ支援対策費補助金
（業務改善助成金）、山梨
県賃金アップ環境改善事業
費補助金（拡大コース）又
は山梨県賃金アップ環境改
善事業費補助金（環境改善
コース）の交付を受けた事
業場の場合、当該助成事業
等完了日以後の労働者の賃
金額が当該助成事業等にお
いて定めた事業場内最低賃
金を下回らないこと。

⑤申請日の前日又は賃金引
き上げ日の早い方の日から
起算して３箇月前の日から
申請日までの間に当該事業
場の労働者の解雇等※を
行っていないこと。

⑥県税を滞納していないこ
と。

⑦地方自治法施行令（昭和
22年政令第16号）第167
条の４の規定に該当する者
でないこと。

⑧山梨県物品購入等の契約
に係る入札参加停止等措置
要領による入札参加停止の
措置期間中の者でないこ
と。

⑨ 会社更生法（平成14年
法律第154号）、民事再生
法（平成11年法律第225
号）等に基づく更生又は再
生手続きを行っている者で
ないこと。

⑩暴力団員による不当な行
為の防止等に関する法律
（平成３年法律第77号）
第３条又は第４条の規定に
基づき都道府県公安委員会
が指定した暴力団等の構成
員を役員、代理人、支配人
その他の使用人等として使
用している者でないこと。

⑪政治資金規正法（昭和
23年法律第194号）第３
条に規定する政治団体に該
当する者でないこと。

謝金、旅費、使用料
賃借料、会議費、雑
役務費、印刷製本
費、原材料費、機械
装置等購入費、造作
費、人材育成・教育
訓練費、経営コンサ
ルティング費、委託
費

４／５

３０円以上 

４５円以上 

６０円以上

９０円以上

120円以上

150円以上



 

 

 

 

 

別表２

（第１欄）  （第２欄） 

対象経費 交付額

賃金アップ環境改善事業費補助金交
付申請手続きに係る社会保険労務士
への報酬

報酬額の実支出額と次の上限額とを比較して少ない方の額
を支給額とする。年間契約を行っている場合は、賃金アッ
プ環境改善事業費補助金の申請手続きを依頼したことで、
増加した金額を報酬額の実支出額とする。
上限額　１００千円


